
１.事務事業の目的・概要

２.成果参考指標

3.事業費 4.改善策の実施状況

5.評価時点での現状（客観的事実・データなどに基づいた現状）

①困っている「状況」

②困っている状況が発生している「原因」

③原因を解消するための「課題」

８．今後の方向性（課題にどのような方向性で取り組むのかの考え方）

９．追加評価（任意記載）　

更新日：
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成果参考指標名等
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指標名

138,044

現状を一気に打開することは困難であるが、第3期離島漁業集落活動促進計画の活動を実践することで、集落機能の現状維持・発展を図り、離島漁業集落の所得向上に
つながるよう助言・指導を行う。

７.まだ残っている課題（現状の何をどのように変更する必要があるのか）
離島地域における集落維持を目的とした一種の
所得補償制度としての機能に加え、集落自体が
様々な取組を実践することで、離島地域の集落
維持・定住対策として一定の成果を上げてい
る。

－ － －

前年度実績 今年度計画

取組目標値
指標名

1,289.0 1,289.0

30年度 31年度年度 27年度

産卵場の整備、魚礁設置、稚魚放流、冷却・活き締め処理による鮮度保持、水産加工品の開発、販路拡大、魚離れを防ぐ啓発活動、密漁監視活動、船底清掃機器による
燃費向上などの活動を、漁業集落の構成員が自ら考え、実践している。（平成27年度は平成31年度を最終年度とする第3期離島漁業集落活動促進計画の初年度。）

うち一般財源（千円） 43,826 43,826

達成率

1,289.0

％

世帯

実績値

取組目標値

－

事　業　費（b）（千円） 137,478

0852-22-5740

事務事業評価シート

目
的

（１）対象 離島の漁業集落（４集落：海士町漁業集落、西ノ島町全域集落、知夫村全域集落、隠岐の島町漁業集落）

（２）意図 離島漁業の振興と離島の漁業集落の再生、活性化

離島の漁業生産活動は本土側と比較して生産･出荷経費の面で不利な条件にあり､漁業者の減少や高齢化も進行している。このような状況に対し､漁場の生産力の向上
や漁場の再生に関する実践的な取組を促進するため、漁業の再生に取り組む漁業集落へ交付金を交付することにより支援する。

評価実施年度： 平成２８年度

28年度 29年度

1,289.0 1,289.0

事務事業の名称 離島漁業再生支援事業

事務事業担当課長 水産課水産しまね振興室長　三浦　順 電話番号

上位の施策名称
施策Ⅰ－２－３
農林水産業の担い手の育成・確保

隠岐の島（４集落）の漁業集落協定への参加世帯数
目標値

参加世帯数（世帯数の維持）

燃油価格の一時期の大幅な上昇などによる漁労支出の増加、魚離れ等による魚価の低迷や漁業就業者の高
齢化（対象漁業集落の高齢化率５０％超）と後継者不足。

流通コストの改善、生産物の高付加価値化、ＵＩターンを含めた後継者育成。

％

前年度の課題を踏まえた
改善策の実施状況

②改善策を実施した（実施予定、一部実施含
む）

実績値

達成率
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・課（室）内で事務事業評価の議論を行うにあたっては、本評価シートのほか、必要に応じて、「予算執行の実績並びに主要施策の成果」や既存の事業説明資料などを活用し、効率
的・効果的に行ってください。
・上記「５．評価時点での現状」、「６．成果があったこと」、「７．まだ残っている課題」、及び「８．今後の方向性」について、議論がしやすいように、「５．評価時点での現状→６．成果が
あったこと」、又は「５．評価時点での現状→７．まだ残っている課題→８．今後の方向性」が一連の流れとなるよう、わかりやすく、ストーリー性のあるシート作成に努めてください。

－

沿岸漁業は本土においても厳しいが、地理的条件に制約される離島ではさらに条件が厳しい。

６.成果があったこと（改善されたこと）


